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A Study on Social Security in a Community-Symbiotic Society 





Foreign workers will be taken up as one of the problems in a community-symbiotic society. Define what kind of 
system is necessary while considering the adaptation of social security among foreign workers 
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更に 2018 年 6 月政府の「経済財政運営と改革の
基本方針」（骨太方針 2018）の第 2 章「力強い経済
成長の実現に向けた重点的な取り組み」の中の「４．
新たな外国人人材の受け入れ」の項目に基づき，
























































出典：法務省 2019 年度版「出入国在留管理」（白書） 
地域共生社会における社会保障に関する一考察 
































門職 1 号と高度専門職 2 号の 2 つに分けられ，1 号
は在留期間が 5 年で，1 号で 3 年以上の活動実績が




































出典：法務省 2019 年度版「出入国在留管理」（白書） 
図－２ 在留外国人数の推移（在留資格別） 
― 34 ― 
期間が 2 年に延長され，2010 年の出入国管理法改
































や取得を行い技能実習 2 号となる。機能実習 2 号は
来日 3 年を経て，実技試験必須の 3 級受験を経て在
留資格変更又は取得をし，1 ヶ月以上一旦帰国した
後技能実習 3 号となる。技能実習 2 号から 3 号に移
行可能な職種・作業は厚生労働省の省令で定められ




















可能にするものである。特定技能には 1 号と 2 号が
あり，1 号は 5 年間の就労で帰国し，家族の帯同は

















永住者 793,164 人（構成比 27.0％）（+2.8％） 
技能実習 410,972 人（構成比 14.0％）（+25.0％） 
留学 345,791 人（構成比 11.8％）（+2.6％） 
特別永住者 312,501 人（構成比 10.7％）（-2.8％） 
技術・人文知
識・国際業務 
271,999 人（構成比 9.3％）（+20.5％） 









































































































































療・公衆衛生の 4 つの制度について考察を試みる。 
労働関係法の改正案を含む「働き方改革関連法」




























































必要がある（2020 年 6 月年金制度の機能許可のた
めの国民年金法等の一部を改正する法律により支給
















































国間の社会保障協定（2020 年 10 月現在：発行済 20

























































は，技能実習生 237,739 人に対して失踪者 4,847 名
（2.0％），2015 年に技能実習生 264,630 人に対して
失踪者 5,803 人（2.2％），2016 年には，技能実習生
298,786 人に対して 5,058 人（1.7％），2017 年には，
技能実習生 35,276 人に対して，失踪者 7,089 人
（2.0％），2018 年には，技能実習生 424,394 人に対
して，失踪者 9,052 人（2.1％）と発表している（出

























































・法務省 2019 年度版「出入国在留管理」（白書） 




チーム「調査・検討報告書」平成 31 年 3 月 28 日 
・佐藤卓利「外国人労働者の受け入れと地域共生社
会」立命館経済学第 67 巻第 5・6 号 2019 年 3 月 
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